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建　設　業　許　可　申　請　書

この申請書により、建設業の許可を申請します。
この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

令和　　　　年　　　　月　　　　日

 地方整備局長

申請者 代表取締役　福島　太郎

福島市杉妻町２番１６号
福島土木　株式会社

11 13

 北海道開発局長
福島県知事 殿 代理人

大臣コード
知事

（

項 番 3 5 10

許 可 番 号 ０ １

3 １．新 規 ４．業 種 追 加

15

国土交通大臣
月許可

般
－ ）第

許 可 換 え 新 規 業 種 追 加 ＋ 更 新

号 令和

２．

日
知事 特

年

2

７．般 ・ 特 新 規 ＋ 更 新 4

（申 請 の 区 分 ０ ２ ）
３．般 ・ 特 新 規 ６． ９． 期間の調整

５．更 新 ８． 許可の有効

3 5 7

申 請 年 月 日 ０ ３ 令和 年 月 日

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 舗しゆ板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解
許 可 を 受 け よ う

０ ４ 1 1 1 1
と す る 建 設 業

（
１．一般
２．特定

）
申請時において 既
に許可を受けている
建 設 業

3 5 10 15 20 25 30

０ ５

3 5 10 15 20

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

０ ６ フ ク シ マ ド ボ ク

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

商 号 又 は 名 称 ０ ７ 福 島 土 木 （ 株 ）

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

代 表 者 又 は 個 人
の氏名のフリガナ

０ ８ フ ク シ マ タ ロ ウ

代 表 者 又 は
０ ９ 福 島

個 人 の 氏 名

3 5 10
支配人の氏名

０

太 郎

1 都道府県名
主 た る 営 業 所 の
所 在 地 市 区 町 村
コ ー ド

3 5

市区町村名

3 5 10 15

１

20

0 7 2 0

主 た る 営 業 所 の
所 在 地

１ １ 杉 妻 町 2 － 1 6

23 25 30 35 40

3 5 6 10 15 20

7 0郵 便 番 号 １ ２ 9 6 ○電 話 番 号 0 2 4 - 5

フ ァ ッ ク ス 番 号

2 10 － 8 6

3 4 5 10 13 15 20 25

法人又は個人の別 １ ３ 1 （ ） 1 0 0 0 0 （千円） 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 １ ４ 1 （ ）

3

許 可 換 え の 区 分 １ ５ （１．大臣許可→知事許可　　２．知事許可→大臣許可　　３．知事許可→他の知事許可）

不動産

大臣コード
知事

3 5 10 11 13 15

旧 許 可 番 号 １ ６
国土交通大臣

令和許可（
般

－ ）第 月号

ファックス番号　024-521-○○○○

日
知事 特

年

役員等、営業所及び営業所技術者等（建設業法第７条第２号に規定する営業所技術者及び同法第15条第２号に規定する特定営業所技術者をいう。以下同じ。）
については別紙による。

所属等　総務部総務課 氏名　福島　花子 電話番号　024-521-○○○○

福島市○○○○

福島市福島県

024-521-○○○○

○- ○ ○

「登記上の所在地」と「事実上の所在地」
が異なる場合は、２段書きにする。

この申請書により許可を申請する時に、既に許可を受けている建設業の全部について許
可の更新の申請を行い許可の有効期間の満了の日を同一とする場合は「１」を、しない場
合は「２」を記入すること。

枠内は建設事務所にて記入する

この申請書により許可を申請する業種について、

申請時に有効な許可業種を記入（新規時は空

濁点、半濁点も１文字とする。

法人は商号を、個人は名称を記入（商号の字体は登記事項証明書による）

法人の種類は略号で記入（上記項番０６に略号のフリガナは記載不要）

性と名の間は１マス空ける

（代表者名の字体は登記事項証明書、個人の氏名は住民票による）

個人の場合で支配人を選任し、

登記している場合のみ記入０７は福島県を意味し、下３桁は

市町村コード（別表７参照）を記入

登記と事実上の所在地が異なる場合は「事実上の所在地」を記入

市町村名のあとから、丁目、番、号はハイフンを用いて記入

（例）「２丁目５番６号」は「２－５－６」となる

法人のみ記入

必ず１３桁入力（空白マスはありません）
個人の場合は

記入しない

兼業している場合は具体的に記入する

許可換え新規の場合のみ記入
許可日が複数ある場合は最も古いものを記入

連絡・照会のため必ず記入すること

不要なものは消す


